
第８期かわさきいきいき長寿プラン（案）の概要について 

１ 計画策定の趣旨と位置付け 

①「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」を一体的に策定

する３か年の計画です。本市では、「川崎らしい都市型の地域居住の実現」をめざし、持続可能な高齢者施策を展

開するための総合的な計画としています。 

②「高齢者保健福祉計画」は、老人福祉法に基づき、高齢者福祉施策に関する全般を定め、「介護保険事業計画」は、

介護保険法に基づき、介護保険給付サービスの見込量や保険料等を定めます。 

③今回は、令和３～５年度の3年間を計画期間とする第８期の計画となります。また、団塊ジュニア世代が高齢者と

なる２０４０年（令和２2年）を見据え、中長期的な視点に立って計画を策定します。 

④本計画の名称は、より市民等に親しみを持ってもらうため、「かわさきいきいき長寿プラン」としており、今後も

継続して使用していきます。 

２ 第７期計画の主な施策と取組結果

地域包括ケアシステムのシステム構築期に入り、さらなる推進とともに、川崎らしい都市型の地域居住の実現を目指す。 

取組Ⅰ．いきがい・介護予防施策等の推進 

・「いこいの家・老人福祉センター活性化計画（IRAP）」を策定し、両施設における地域交流や、施設を活性化するた

めの取組を推進しました。 

・「高齢者外出支援乗車事業」について、時代に即した持続可能な制度とするための検討を行い、今後の方向性を取り

まとめました。

取組Ⅱ．地域のネットワークづくりの強化 

・地域包括支援センターのリーフレットとの配布等により普及・啓発を行った結果、認知度が約５ポイント上昇しま

した。 

・区役所と地域包括支援センターの連携強化を進めるとともに、ケアマネジメントの充実強化に向けて「地域ケア会

議」を再編しました。 

・「地域見守りネットワーク事業」を推進し、協力事業者と連携のもと、令和元年度は３７件の通報事例に対応しまし

た。

取組Ⅲ．利用者本位のサービスの提供 

・かわさき健幸福寿プロジェクトは、新たな展開として「顕著な成果を挙げた事業所等の表彰式」や「優れた取組事

例を掲載した事例集の作成」等を実施しました。 

・認知症グループホーム利用者に対するサービス強化として、家賃等助成事業を開始しました。

取組Ⅳ．医療介護連携・認知症施策等の推進

・本市の実情に応じた医療と介護の連携を推進するため、関係団体で構成する在宅療養推進協議会を開催し、多職種

連携の強化等に向けた協議を行いました。 

・認知症予防の観点から、イベント形式による軽度認知障害（MCI）スクリーニング検査のモデル事業を実施しました。 

・若年性認知症支援コーディネーターを配置し、本人の居場所づくりや就労に関する支援等、相談体制を強化しまし

た

取組Ⅴ．高齢者の多様な居住環境の実現 

・自宅での生活が困難な高齢者のため、特別養護老人ホームの定員を３６０床分、整備しました。 

・「川崎市高齢者・障害児者福祉施設再編整備基本計画・第１次実施計画」に基づき、整備補助スキームの検討を進め

ました。 

・住まい探しが難しいなどの困りごとを抱える住宅確保要配慮者（高齢者・障害者・外国人等）に対して、不動産店

と連携して物件紹介を行う体制の構築等、住まい探しの困りごとをサポートする『すまいの相談窓口』の充実を図

りました。 

４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

・川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進

「推進ビジョン」の取組推進にあたって、①小地域ごとの特性に配慮した施策展開、②分野横断的な施策連

携の実現、③民間企業なども含めた多様な主体の連携の手法開発などを取組の視座として、地域包括ケアシ

ステムの構築を推進します。 

・地域リハビリテーション

地域リハビリテーションセンターにおいて、ケアマネジャーや障害者相談支援専門員等による相談支援にお

いて必要となる専門的な評価・判定、サービス利用時に必要となる専門的な調整・助言を提供します。 

・災害福祉の充実に向けた取組の推進

 マイタイムライン等の個別避難計画作成の支援を進めるなど、的確な避難行動を促す仕組みづくりを進めま

す。 

・新型コロナウイルス感染症を踏まえた今後の高齢者施策について

 「新しい生活様式」への対応として、各種申請時の郵送対応、施設等における感染症対策など、高齢者の方々

が安心して生活ができるよう取り組んでいきます。 

・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組

ＳＤＧｓのゴールの達成に寄与することを念頭に置きながら、高齢者福祉の推進を図ります。

３ 川崎市における高齢者の状況 

【高齢者人口の推移】 

⇒後期高齢者数が、令和５年には１９万人、令和７年には約２０万人、令和２２年には高齢化率が 

２９％を超える推計となっています。 

第 8期計画期間 

令和 2年度 3年度 4年度 5年度 7年度 22 年度 

総人口 1,536,980 1,544,131 1,551,281 1,558,432 1,572,733 1,567,190 

高齢者人口 322,235 326,703 331,171 335,640 344,575 457,718 

65～74 歳 153,484 150,667 147,849 145,032 139,397 219,805 

75 歳以上 168,750 176,036 183,322 190,608 205,178 237,913 

高齢化率 21.0％ 21.2％ 21.3％ 21.5％ 21.9％ 29.2％ 

【要介護・要支援認定者の推移】 

⇒本市の要介護・要支援認定者数は、年々増加を続け、令和２年 10 月１日時点では、約 5.9 万人、

市の高齢者の約5.6 人に1人が要介護・要支援認定を受けています。 

第８期計画期間 

令和 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度 22 年度 

要支援１ 7,638 7,954 8,267 8,581 9,212 11,561 

要支援２ 7,891 8,220 8,549 8,879 9,537 12,155 

要介護１ 12,686 13,281 13,877 14,473 15,662 20,640 

要介護２ 10,449 10,975 11,504 12,031 13,086 17,820 

要介護３ 7,629 8,051 8,473 8,894 9,741 13,644 

要介護４ 7,093 7,503 7,916 8,330 9,152 13,022 

要介護５ 5,478 5,774 6,069 6,363 6,954 9,710 

第２号被保

険者（再掲） 
1,435 1,451 1,466 1,481 1,511 1,392 

合 計 58,864 61,758 64,655 67,551 73,344 98,552 



５ 第８期計画期間における施策の方向性 

７ 介護保険サービス見込量と介護保険料（暫定） 

【第７期、第８期の高齢者数等の比較】

第７期 

(令和元年度) 

（A） 

第８期 

(令和４年度) 

（B） 

増減 

（C＝B A）

増減率 

（D＝C／A）

第１号被保険者数 299,528人 311,114人 11,586人 3.87％ 

要介護・要支援認定者数 57,769人 64,655人 6,886人 11.92％ 

サービス利用者数 42,281人 47,771人 5,490人 12.98％ 

居宅サービス 29,807人 33,861人 4,054人 13.60％ 

居住系サービス 

（介護付き有料老人ホーム、 

認知症高齢者グループホーム等）

5,905人 6,725人 820人 13.89％ 

施設サービス 6,569人 7,185人 616人 9.38％ 

特別養護老人ホーム 4,302人 4,709人 407人 9.46％ 

介護老人保健施設 1,974人 2,105人 131人 6.64％ 

介護医療院 13人 126人 113人 869.23％ 

介護療養型医療施設 280人 245人 -35人 -12.50％ 

給付費等 907億円 1,049億円 142億円 15.66% 

【参考】計画期間給付費等合計 2,829億円 3,145億円 316億円 11.17% 

高齢者の増加などに伴い、サービス利用者が増え、給付費等も増加していることから、保険料基準額も上昇する見込みです。

第７期では、介護保険給付費準備基金を約４７．５億

円取り崩すことにより、計画上算出された基準月額

6,246円から421円を引き下げています。 

第８期の保険料基準月額は、介護保険給付費等の推計

に基づき令和2年10月時点で試算した6,7３４円か

ら、介護保険給付費準備基金を約 35億円取り崩すこ

と等により2９８円を引き下げた概算額です。最終的

には、介護報酬の改定等を踏まえて算定します。
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ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防に向けた取組 

ⅱ）身近で多様な通いの場の充実 

ⅲ）いきがいづくり・社会参加の促進 

ⅳ）早期発見及び予防的介入の強化 

ⅴ）外出支援施策の推進

ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 

ⅱ）ひとり暮らし高齢者等の支援の推進 

ⅲ）相談支援ネットワークの充実

取
組

Ⅳ
ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

ⅱ）認知症施策の推進 

ⅲ）権利擁護体制の推進

いきがい・介護予防施策等の推進 

高齢者の多様な居住環境の実現 

医療介護連携・認知症施策等の推進 

取
組

Ⅲ

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 
ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 
ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 
ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 
ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 
ⅵ）川崎市複合福祉センター ふくふく

利用者本位のサービスの提供 

取
組

Ⅴ

地域のネットワークづくりの強化 

取
組

Ⅰ

取
組

Ⅱ

６ 第８期計画の主な取組  

取組Ⅰ．いきがい・介護予防施策等の推進 

・セルフケア意識の醸成や主体的な健康づくり、地域で支えていくための仕組みづくり  

・高齢者外出支援乗車事業を時代に即した持続可能な制度とするための ICT技術導入等の検討 など

取組Ⅱ．地域のネットワークづくりの強化 

・地域のネットワークの担い手支援、確保 ・虚弱高齢者等の早期発見、支援のための仕組みづくり 

・地域包括支援センターの機能充実 ・地域リハビリテーション支援拠点の設置 など

取組Ⅲ．利用者本位のサービスの提供 

・介護サービス等の着実な提供   ・介護サービス等の質の向上と環境整備 

・自立支援・重度化防止の取組意欲の醸成  ・介護人材の確保と定着への支援等の取組強化

取組Ⅳ．医療介護連携・認知症施策等の推進 

・在宅医療・介護に係る多職種連携の強化、在宅療養者に対する一体的な支援体制の構築 

・認知症施策推進大綱を踏まえた「共生」と「予防」の施策の推進など 

取組Ⅴ．高齢者の多様な居住環境の実現 

・特別養護老人ホームにおける医療的ケアが必要な要介護高齢者や高齢障害者などの受け入れ推進 

・介護付有料老人ホーム等の整備促進 ・介護離職ゼロ、災害及び感染症に対する取組 など 

川崎らしい都市型の地域居住の実現

①高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり 

②介護が必要となっても「かわさき」で暮らし続けられる支え合いのまちづくり 

基
本
目
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2040年（令和２2年）への備えとして、地域福祉計画に合わせて日常生活圏域を７行政区から４４圏域に設定し、小
地域ごとの施策展開として、介護ニーズの増加、現役世代（担い手）の減少等を踏まえて取組を進めていきます。 
【2040 年への備え】
 ・在宅限界点の向上 ・自立支援・重度化防止など 
【地域包括ケアシステム構築の取組】 
 ・個別支援の充実と地域力の向上 ・分野横断的な施策展開 ・地域リハビリテーションなど 
【介護保険制度改正】 
 ・介護予防・地域づくりの推進 ・地域包括ケアシステムの推進 ・介護現場の革新など 
【引き続き対応が必要な課題】 
 ・医療・介護人材の確保と定着 ・家族の介護負担の増大への対応 ・地域関係の希薄化 
・高齢者の権利擁護など 

【社会情勢の変化・多様なニーズ】 
 ・自然災害発生リスクの高まり ・高齢者就業率の上昇 ・働き方改革の取組 
 ・感染症拡大防止のための「新しい生活様式」 ・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組など 

 これらの取組を実現・対応するために次の重点事項を掲げ、取組の推進を図ります。 

【第８期計画で推進する重点事項】※主な取組箇所 

① 自立支援・重度化防止推進【取組Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ】 ② 個別支援の充実と地域力の向上【取組Ⅱ、Ⅳ】 ③ ニーズに応

じた介護基盤の整備【取組Ⅲ、Ⅴ】 ④ 認知症施策推進大綱を踏まえた取組の強化【取組Ⅰ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ】

第７期（平成 30～令和 2年度） 

保険料基準月額 

５,８２５円 

第８期（令和 3～5年度） 

保険料基準月額 

６,４３６円程度 






